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若者から「選ばれる」、

魅力ある農林業・暮らしやすい

農山村の実現を目指します。

基本
理念

基本目標

を、車の両輪として施策を展開し、地域の雇用と所得を確保します。

農林業の生産性向上等により
産地の維持・拡大を実現する 産地対策

多様な住民が活躍し、支えあう
持続可能な集落を実現する 集落対策

産地対策 集落対策

車の両輪

スマート農林業の導入、生産基
盤整備の加速化等を通じて、生
産性の高い産地の育成と所得
の向上を図り、「産地ぐるみ」で
若者を留める、呼び込む、呼び
戻す流れを強化します。 農林業を通じた

地域の雇用と所得の確保

農山村の魅力や生活関連情報
の発信等により、「集落ぐるみ」
で、移住・定住と関係人口の拡
大を図るとともに、地域ビジネ
スの展開等により農山村地域
全体で稼ぐ取組を推進します。

次代につなげる
活力ある

農林業産地の振興

多様な住民の活躍
による農山村集落の
維持･活性化

若者
多様な担い手
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令和２年 令和 7 年 令和 12 年 



令和2年平成27年 令和7年 令和12年

29, 00030, 506 29, 500 30, 000

26, 60028, 285

平成22年

33, 499

31, 010経営耕地面積（販売農家）

経営耕地面積（総農家）

27, 100 27, 600

　農家戸数が減少する中で、人・農地プランの実質化と作付計画との連動並び
に荒廃農地の再生などにより、令和12年に経営耕地面積30，000haを確保します。経営耕地面積

令和12年に循環利用する森林を60，000ha確保し、計画的な路網整備※1、高
性能林業機械※2の活用促進等により木材生産量の増大を図り、林業事業体
の経営改善を進めることで、林業専業作業員数を420人とし、平均年収520
万円を確保します。

林 業

将来にわたり、農山村集落の機能を維持・発揮させるため、移住・定住及
び関係人口を拡大するとともに、農山村地域全体で稼ぐ取組を推進し、令
和12年に農山村集落を現状と同じ2, 927集落確保します。

　森林の整備、木材生産に必要な林業専業作業員については、年収の向上等
の労働条件を改善することで、令和12年には420人を確保します。林業専業作業員数

令和2年平成27年 令和7年 令和12年

360351 400 420

平成22年

275林業専業作業員数

　主伐後の再造林を推進することにより、森林の機能を維持します。森林の
持つ多面的機能を発揮しながら、再生可能な資源である木材を永続的に生産
できるよう森林を整備します。

森林面積（民有林）

（単位：ha）

（単位：人）

農山村

（単位：ha）

令和2年平成27年 令和7年 令和12年

88, 53888, 584 88, 538 88, 538

53, 25046, 492

平成22年

88, 393

39, 400整備された森林面積

人工林面積（スギ、ヒノキ）

60, 000 60, 000

※１ 路網整備 森林施業の効率化等を図るため、林道等（車道）と森林作業道を適切に組み合わせた道路のネットワークを整備すること。
※２ 高性能林業機械 作業の効率化や労働強度の軽減等の面で優れた性能をもつ林業機械。２つ以上の仕事を一つの工程でできる機械。

２８



第3章／基本方針

農業構造の展望（令和12年)

　農林業産地の振興に向けた施策（産地対策）と農山村集落の維持・活性化に向けた施策（集落対策）を
車の両輪で推進し、
人については、

農地については、

林業構造の展望（令和12年)

　計画的な路網整備、高性能林業機械の活用促進等により木材生産性を向上させ、林業専業作業員数を
420人、平均年収520万円を確保します。

●認定農業者等の「産地の担い手」の収益性向上と新規自営就農者の増大により、認定農業
者5，500経営体（Ｒ2と同水準)、うち農業法人1，000法人（R2の2倍の水準）を確保します｡
●兼業農家や移住者等の「地域の担い手」が活躍し、暮らしやすい環境を整備し、農山
村集落数2,927集落（H30と同水準）を確保します。

●経営耕地面積が近年のすう勢ではR2からR12にかけて2，800ha減少すると見込まれる中で、
荒廃農地を3，800ha再生し、30，000ha（R2から1，000ha増、H27と同水準）を確保します｡

※｢今後育成すべき農業者」は、認定農業者や基本構想水準到達者、認定新規就農者以外で、新規就農者、産地計画の構成員、定年帰農者など、
　市町が地域農業の担い手として認めた農業者

農山村集落 2,927集落

産業の担い手  6,245経営体
　経営面積

　
19,180ha（66%）

地域の担い手
26,255戸
経営耕地面積
9,820ha認定農業者  5,500経営体

経営面積  17,500ha（平均3.2ha）

認定新規就農者  200戸
経営面積  200ha（平均１ha）

集落営農組織  45組織
経営面積  480ha（平均10.7ha）

基本構想水準到達者  500戸
経営面積  1,000ha（平均2.0ha）

（3.1ha/経営体）

内訳 ●個別経営 5,000戸、13,500ha
　平均2.7ha
●法人経営 500法人、4,000ha
   平均8.0ha
  うち集落営農法人62法人
  1,600ha、平均25.8ha

今後育成すべき
農業者※

兼業農家・
自給的農家

農作業受託、
機械の

共同利用組織

資源保全
活動組織

農山村集落 2,927集落

産業の担い手  6,190経営体
　経営面積

　
24,700ha（82%）

地域の担い手
23,710戸
経営耕地面積
5,300ha認定農業者  5,500経営体

経営面積  22,600ha（平均4.1ha）

認定新規就農者  425戸
経営面積  400ha（平均１ha）

集落営農組織  65組織
経営面積  1,300ha（平均20ha）

基本構想水準到達者  200戸
経営面積  400ha（平均2.0ha）

（4.0ha/経営体）

内訳 ●個別経営 4,500戸、13,800ha
　平均3.1ha
●法人経営 1,000法人、
   8,800ha、平均8.8ha
  うち集落営農法人60法人
  3,000ha、平均50ha

今後育成すべき
農業者※

兼業農家・
自給的農家
農山村集落への
移住者を含む

農作業受託、
機械の

共同利用組織

資源保全
活動組織

都市住民との協働に
取り組む組織を含む

経営耕地面積 29,000ha
経営耕地面積 30,000ha

荒廃農地（再生可能)3,800ha 3,800ha

26,200ha

農地へ再生

（すう勢値）

●農家出身者のUターンを進め
る「産地主導型就農ルート」の
確立等により新規自営就農者
313名／年、新規雇用就業者
301人／年を確保。

●人・農地プランの実質化と作付
計画の連動、農地中間管理事
業の活用により担い手に農地
を集約・集積。

●集落への移住受入態勢整備、
都市住民との協働活動の推進
等により農山村集落への移住
者数191人／年を確保。

●荒廃農地を再生。(R12までに
3,800ha)

令和2年 令和12年

民有林面積 218,000ha
林業専業作業員数と平均年収  360人  370万円

●計画的な路網整備、高性能林
業機械の活用促進等により、
作業効率を向上させ、事業量
を拡大し、木材の生産量を増
大。

●木材の生産量を増大すること
で、事業体の経営改善と林業
専業作業員の所得向上を促
し、林業専業作業員の雇用を
拡大。

●環境を重視した森林は、新たな
森林経営管理制度を活用。

●天然林等は、現状維持。

チップとして活用
しいたけ原木として活用

3.8万㎥ /年

伐捨間伐により
針広混交林へ誘導

人工林 88,000ha 木材生産量  
160,000㎥/年
搬出間伐面積  2,160ha/年
主 伐 面 積  50ha/年
木材生産性  3.5㎥/人・日

循環利用する森林
60,000ha

環境を重視した森林
28,000ha

天然林等
130,000ha

民有林面積 218,000ha
林業専業作業員数と平均年収  420人  520万円

人工林 88,000ha

令和2年 令和12年

天然林等
130,000ha

伐捨間伐により
針広混交林へ誘導

木材生産量  
260,000㎥/年
搬出間伐面積  2,900ha/年
主 伐 面 積  200ha/年
木材生産性  5.7㎥/人・日

循環利用する森林
60,000ha

環境を重視した森林
28,000ha

チップとして活用
しいたけ原木として活用

4.0万㎥/年
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SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応

　SDGs（Sustainable Development Goals）は、2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発
のための2030アジェンダ」に記載された2016年から2030年までの国際目標です。
　持続可能な世界を実現するための17の目標と169のターゲットから構成され､「地球上の誰一人として取り
残さない」社会の実現を目指し、開発途上国のみならず先進国を含む国際社会全体の目標として、経済・社
会・環境の諸問題を統合的に解決することを目指しています。
　本県においても、このSDGsの理念を踏まえながら各取組を推進し、県民の皆様が安心して暮らせるよう
な、持続可能なまちづくりと地域活性化を実現していくとともに、国際社会の一員として、SDGsの達成に
貢献していくこととしています。
　なお、本計画に掲げる施策とSDGsの目標との関連は以下のとおりです。

「第3期ながさき農林業・農山村活性化計画」とSDGs（持続可能な開発目標）との関連

貧困17の目標

展開方向

飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー 経済成長と
雇用

インフラ、産業化、
イノベーション

次代を支える農林業の
担い手の確保・育成

I - 1

生産性の高い
農林業産地の育成

I - 2

産地の維持・拡大に必要な生産基
盤、加工・流通・販売対策の強化

I - 3

農山村集落に人を呼び
込む仕組みづくり

Ⅱ- 1

農山村地域全体で稼ぐ
仕組みづくり

Ⅱ- 2

不平等17の目標

展開方向

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和 実施手段持続可能な
都市

持続可能な
生産と消費

次代を支える農林業の
担い手の確保・育成

I - 1

生産性の高い
農林業産地の育成

I - 2

産地の維持・拡大に必要な生産基
盤、加工・流通・販売対策の強化

I - 3

農山村集落に人を呼び
込む仕組みづくり

Ⅱ- 1

農山村地域全体で稼ぐ
仕組みづくり

Ⅱ- 2
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